
豊中市告示第３４号

　　　豊中市水道事業業務状況の公表

　豊中市水道事業及び公共下水道事業の設置等に関する条例（昭和４１年豊中市条例

第４６号）第８条の規定による平成３０年１０月１日から平成３１年３月３１日まで

の業務状況を，次のとおり地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の

２の規定に基づき公表します。

　　令和元年６月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　豊中市長　　長　内　繁　樹

平成３１年（2019年）３月３１日現在

依存水源(大阪府営水道)
自己水源
依存水源(その他)

湯屋用
一般用
臨時用

自己水 依存水

(その他)

下半期給水量とその区分

下半期給水量
21,576,535m3

(100.0%)

7,392m3

(0.0%)

3,038,480m3

(14.1%)

18,530,663m3

(85.9%)

依存水
（大阪広域
水道企業団）

湯屋用

一般用

臨時用

下半期水道料金収入

下半期水道料金
3,669,542,537円

(100.0%)  

13,242,177円
(0.4%)

3,632,182,553円
(99.0%)

24,117,807円
(0.6%)

給 水 人 口 398,471 人

給 水 戸 数 175,435 戸

年 間 給 水 量 43,606,317 m3

一 日 最 大 給 水 量 130,078 m3

一 日 平 均 給 水 量 119,469 m
3



平成30年度(2018年度)下半期予算の執行状況　（消費税及び地方消費税込み）

収益的収支

　収　入　　 円 円

3,669,542,537 円 7,341,694,676 円

28,951,013 円 33,524,055 円

139,875,000 円 306,173,000 円

24,417,000 円 42,922,400 円

83,777,312 円 83,777,312 円

163,507,680 円 272,177,280 円

2,361,176 円 2,361,176 円

23,992,145 円 38,681,645 円

101,877,866 円 202,942,464 円

5,580,699 円 14,512,985 円

　支　出　　5,636,145,194円 円 円

1,320,408,414 円

853,616,964 円

1,681,419,761 円 2,913,561,001 円

785,209,509 円 1,572,804,952 円

746,789,137 円 1,110,913,999 円

211,875,900 円 434,905,966 円

142,926,000 円 142,926,000 円

8,040,322 円 10,730,645 円

△ 185,995,165 円 832,516,016 円

0        5億 　    10億    　15億　    20億      25億       30億      35億      40億

0     　△5億　   △10億     △15億　  △20億   　△25億    △30億   　△35億    △40億

差 引 額

雑 支 出

消費税及び地方消費税

営
　

業
　

外
　

費
　

用

支 払 利 息 及 び 企 業債 取扱 諸費

受 水 費

減 価 償 却 費

4,243,882,428

0        5億 　    10億    　15億　    20億      25億       30億      35億      40億

受 取 利 息

予  算  費  目

8,338,766,993

4,429,877,593

加 入 金

そ の 他

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

受 託 事 業 収 益

手 数 料 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営
 
業
 
外
 
収
 
益

営
　
業
　
収
　
益

下 半 期      予 算 の 執 行 状 況
累計

職 員 給 与 費

7,506,250,977

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営
 
業
 
費
 
用

うち退職給付費
195,868,893円



資本的収支　

　収　入　 円 円

予  算  費  目

1,513,200,000 円 円

156,024,889 円 円

0 円 円

34,321,000 円 円

　支　出 円 円

1,531,176,785 円 円

854,391,984 円 円

0   △2億   △4億   △6億  △8億  △10億　△12億  △14億  △16億  △18億  △20億

△ 682,022,880 円 円

円

円

1,703,545,889

企 業 債

0　  2億     4億     6億  　 8億    10億　　12億　  14億   16億   18億   20億

他 会 計 負 担 金

1,874,500,013

固 定 資 産 売 却 代 金

国 庫 補 助 金

2,385,568,769

34,321,000

10,231,124

差 引 額

貸借対照表（消費税及び地方消費税抜き）　

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

一時借入金現在高 0

0　   2億    4億     6億  　8億     10億　　12億　  14億   16億   18億   20億

1,699,818,751

［平成31年(2019年)3月31日現在]

企 業 債 現 在 高 22,967,328,738

316,747,889

1,513,200,000

2,290,563,992

△ 2,115,882,730

3,990,382,743

下 半 期      予 算 の 執 行 状 況
累計

資産の部
43,752,945,991円

(100.0%)

流動資産

4,738,407,021円
(10.8%)

固定資産

39,014,538,970円
(89.2%)

負債･資本の部
43,752,945,991円

(100.0%)

繰延収益
4,736,152,131円
(10.8%)

固定負債
21,735,081,911円

(49.7%)

剰余金

4,415,084,643円
(10.1%)

資本金

9,751,854,209円
(22.3%)

流動負債

3,114,773,097円
(7.1%)



令和元年度(2019年度）予算の状況　（消費税及び地方消費税込み）

収益的収支　

  収　入　　 円
 0      10億　   20億     30億　 　40億  　 50億    60億   　70億  　80億  

7,262,198,000 円

38,427,000 円

343,806,000 円

39,566,000 円

101,133,000 円

197,969,000 円

900,000 円

36,614,000 円

201,332,000 円

9,406,000 円

93,789,000 円

  支　出　　 円
 0     　10億　   20億     30億　  40億    50億  　 60億  　 70億    80億  

2,961,218,000 円

1,592,043,000 円

1,354,295,000 円

421,986,000 円

180,855,000 円

12,530,000 円

1,000,000 円

 0      10億　   20億   　30億　  40億     50億  　60億     70億     80億  

375,345,000 円

営
　
業
　
収
　
益

予
備
費

予 備 費

差 引 額

受 取 利 息

他 会 計 補 助 金

受 託 事 業 収 益

営
 

業
 

外
 

収
 

益
特 別 利 益

減 価 償 却 費

そ の 他

営
業
外
費
用

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費

消費税及び地方消費税

雑 支 出

7,949,795,000

営
　
業
　
費
　
用

受 水 費

雑 収 益

長期前受金戻入

8,325,140,000

手 数 料 収 益

その他営業収益

加 入 金

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

職 員 給 与 費
1,425,868,000円
うち退職給付費

264,630,000円



資本的収支　
　収　入　　 円

 0  　  　   5億　　     10億　　     15億     　  20億         25億 　　 　30億

企 業 債

1,941,000,000 円

他 会 計 負 担 金

264,837,000 円

固定資産売却代金

10,441,000 円

国 庫 補 助 金

61,283,000 円

　支　出　　 円
 0  　  　   5億　　     10億　　     15億     　  20億         25億 　　 　30億

2,601,010,000 円

1,616,240,000 円

0  　  　   △5億　　   △10億　 　  △15億       △20億       △25億　　 △30億

△ 1,939,689,000 円

差 引 額

2,277,561,000

4,217,250,000

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金



令和元年度 経営方針 

 

平成 30 年 2 月に策定した「第 2 次とよなか水未来構想」に掲げた 6 つの目

ざすべき将来像を実現していくため、「実行計画」を推進していくとともに、

引き続き効率的な事業運営を推進しながら、資金の確保に努めていきます。 

 

<水道事業会計> 

 平成 29年度決算は、純利益を確保することができ、資金剰余額は 2,723,920

千円でした。 

平成 30 年度決算も、672,318 千円の純利益を確保することができ、資金剰

余額は、平成 29 年度から 130,885 千円増の 2,854,805 千円です。 

しかし、有収水量及び給水収益は、対前年度比でそれぞれ 156,063 ㎥の減、

51,354 千円の減となり、収益の根幹となる給水収益は引き続き減少傾向とな

っています。 

今後、施設の更新費用が必要となる中、限られた財源を計画的かつ効率的

に活用し、管路の更新、管路の耐震化、野畑配水池の耐震化など、安定給水

を確保していくための事業を着実に進めます。 

 

<下水道事業会計> 

平成 29年度決算は、純利益を確保することができ、資金剰余額は 2,967,747

千円でした。 

平成 30 年度決算も、734,565 千円の純利益を確保することができ、資金剰

余額は、平成 29 年度から 332,909 千円増の 3,300,656 千円です。 

しかし、有収水量及び下水道使用料は、対前年度比でそれぞれ 119,837 ㎥

の減、33,944 千円の減となり、水道事業会計と同様に、引き続き減少傾向と

なっています。 

今後、施設の更新費用が必要となる中、限られた財源を計画的かつ効率的

に活用し、浸水対策、老朽化した管路の改築更新、処理場・ポンプ場の長寿

命化など、事業を着実に進めます。 

また、事業を執行するうえで必要な財源である国の交付金の確保を要望し

ていきます。 

  

 


